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はじめに
「対華二十一カ条」（以下「二十一カ条」）を
正しく言えば「1915年（民国四年）５月25日締
結の「山東省に関する条約」，「南満州及東部内
蒙古に関する条約」及びその他13の交換文書で
ある。1923年に中国が廃棄を求めたのは「南満
州及東部内蒙古に関する条約」とその関連交換
文書であり，「山東省に関する条約」及び関連
交換文書については，ワシントン会議後の1922
年２月４日に「山東懸案解決に関する条約」を
締結し，一部問題の緩和は進められていた。
日中両国間の「二十一カ条」締結をめぐる外
交交渉について，学界ではかなり多くの論述を
行ってきたため，本稿はそれを取り上げること
はしない。しかし中国にとって屈辱的で，締結
当初から国民に廃棄を強く求められた「二十一
カ条」を，ワシントン会議後に中国はいかに廃
棄を求めたのか，中国の条約廃棄要求に対する
英米両国の姿勢はいかなるものだったのか，日
本はいかに対応したのかについての学会での研
究は未だ少ない。堀川武夫は著書『極東国際政
治史序説：二十一カ条要求の研究』で「二十一
カ条」要求の正式提起及びそれに続く交渉過
程について詳しく論述したが，中国が1923年
に「二十一カ条」の無効を宣言した日中交渉に
ついては詳しく述べていない（1）。中国側の研究
では中国政府が条約廃止を申し出る必要性と
「二十一カ条」反対運動を一つ一つ陳述するこ
とはできるが，日本がどのような対策を採り，
そして欧米列強はどのような姿勢を採ったかに
ついての研究に欠けている（2）。
1919年以降，北京政府は締約国に対し，パリ
講和会議で勢力範囲撤廃などの７ヵ条の意見書
を提出し特権放棄を求めた。会議では受理され
なかったが，中国が条約からの束縛に対する不
満を初めて国際社会に示した。敗戦国に対し，
旧条約を廃止し，平等な新条約の再締結を求め，
承認を得た。1919年春に北京政府は，未締約国
と交渉する際は平等互恵を貫き，二度と特権を
与えず，交渉不成立でも妥協しない旨を公布し
ていた。同年12月に，北京政府とボリビアは条
約締結により外交関係を結び，完全なる平等互
恵条約の先例を切り開いた。1921年５月に締結
した「中独講和条約」は，中国が初めて欧米列
強と締結した平等条約であり，最惠国待遇，領
事裁判権，協定関税の各条項がない平等な新条
約を規範化することとなった。そして不平等性
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において最も顕著な条約である「二十一カ条」
に対し，北京政府は「廃棄」の手段を採ること
になるが，その原因と経緯は詳しく考察してい
く必要がある。1923年に日本は中国による条約
廃棄要求を拒んだものの，当時の世界全体の政
治情勢や英米ソ各国の姿勢の影響を受け，さら
には日本自身の要因により，日本はさまざまな
思惑と対応策を持っていた。そのため，本稿で
は日本外務省の関連外交文書を中心に，英米の
関連外交文書及びその他資料も付け加え，当時
中国が「二十一カ条」廃棄を求めた外交交渉を
整理し，中国側が「二十一カ条」廃棄を求めた
ことに関する日本の外交応対を研究していく。
第１章　第一次世界大戦後のアジア太平
洋地域情勢について
日本の中国に対する「二十一カ条」要求は第
一次世界大戦が勃発したところで持ち出したも
ので，当時の英仏露独米などの列強は欧州大戦
に疲れきっており，アジアに目配りする余裕が
ないため，日本だけが自由に行動できる状態
だった。中国独占を狙い野心を剥き出しにした
日本の「二十一カ条」要求は中国のナショナリ
ズムを刺激し，日貨ボイコットが盛んになった
のみならず，英米などの列強も日本に対する猜
疑心と不信感を抱くようになった。
ロシアの十月革命により，米国大統領ウィル
ソンは列強間でソ連に対抗できる国際連盟を作
り上げようとした。そこにおいて日本は米国の
東方での重要な盟友だったため，パリ講和会議
ではウィルソンは「新外交」の原則に則った中
国への直接還付及び列強共同管理の主張を後
退させ，日本に譲歩を示した［高原  2006: 380-
382］。パリ講和会議以降，北京政府は不平等条
約廃棄運動のムードを盛り上げていった。米国
はパリ講和会議で国際連盟成立を優先し英仏日
に譲歩，挫折した「新外交」という目標を取り
戻すために，1921年にワシントン会議を主催し，
日本に対し厳しい攻撃態勢をとった。日本は会
議において，列強からの圧力の下で，一部の在
華権益を諦めたが，世界的に孤立し，日米対立
が深まる情勢となった。
１．１　条約廃棄要求提起の国際情勢
ワシントン会議後に形成されたワシントン体
制は太平洋及び東アジアでの列強の既得権益を
不問に付し，以後約十年間に亘る太平洋におけ
る安定を保った。この時，民族自決の考え方は
瞬く間に中国国内の各階層に広まり，中国はこ
れを不平等条約廃棄の絶好の機会だと見なし
た。
1923年当時の帝国主義は「相対的に安定した
局面」ではあったが，そこに潜んでいる矛盾も
日増しに拡大していった。米国は中国での列強
勢力の均衡状態を望んでおり，これは英国の考
えでもあった。英米両国はこの問題については
暫く意見を一致させ，両国間の協調を強化した。
米国は1923年に日米間の「石井・ランシング協
定」を廃棄し，世界大戦の間に日本が武力行使
により中国から獲得した特権地位を積極的に否
定した。その他，「九カ国条約」と「ワシント
ン海軍軍縮条約」は日本の中国独占並びにアジ
ア太平洋地域の支配権掌握の野心を抑制したこ
とから，日本は英米との協調を求め，日米，日
英関係を改善せざるを得なかった。しかしまた，
この時のソ連は積極的に社会主義の構築と共産
主義国際社会の発展を推し進めていたため，英
米は日本の第一次世界大戦から積み上げてきた
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経済力と軍事力を軽視できず，また，アジア太
平洋地域における地位も弱めていない日本を徹
底的に牽制することはなかった。日本がソ連の
「赤禍」に対抗し，中国のナショナリズム運動
の防波堤になるよう英米が望んだ。総じて言う
と，この時の日本と英米の関係は協調と牽制の
両面を抱えていた。
一方，「九カ国条約」の締結と山東問題が一
部解消したことで，中国の国際的地位が一層高
まるとともに，一時悪化した中米関係の回復に
より，中国では不平等条約廃棄についての訴求
への気運が高まった。しかしワシントン会議後
の国際情勢は帝国主義列強が在華既得権益の現
状を維持し，暫く中国市場での列強衝突を回避
するために，圧迫されたアジア太平洋地域にお
ける民族間の根本的な問題は無視された［林 
1986: 463-464］。そのため，国際間の緊迫した
情勢とさまざまな衝突は依然として続いた。
１．２　国際社会の変容と日中関係への影響
1915年に，日本が中国に強引に押し付けた
「二十一カ条」は中国の国民を大きく驚かせ，
長きにわたり日中関係の正常化を阻害してき
た。この時，中国人の心の中にあった日本に対
するイメージは憎しみと羨みが混在している状
態から強い恨みへと変容していった。国恥の気
持ちと反日運動は中国で持続的に拡散していっ
たが，北京政府はただ1915年５月の対外声明の
中で「二十一カ条」に関する日中交渉の過程と
中国政府の苦境を説明しただけで，それ以上の
反発はしなかった。しかし，第一次世界大戦後
に国際情勢に変化が現れた。「二十一カ条」問
題は中国に世論を背景とした日貨ボイコット運
動を引き起こしたため，列強は改めて各自の在
華権益を考えるようになり，当問題は日中両国
間の外交枠組みから飛び出して国際問題とな
り，列強間の利権争い問題にもなった。
日本における政党政治は20年代に盛んにな
る。特に幣原喜重郎が推進した対外政策の方針
は英米などの列強に対する「協調外交」及び中
国に対する「内政不干渉」だった。なぜならば
ワシントン会議後，列強は欧州大戦中に日本が
中国で得た特殊権益を否定し，中国を列強が共
同支配する局面に戻らせようと決めた。そのた
め日本は中国問題で思うままに行動することは
困難になった。20年代初めの中国において，米
国の経済的影響力はある程度増加したが，依然
として日本に遅れており，日米両国の在華経済
権益争いによる確執は急激に拡大していった。
そこで米国は自らの権益擁護と勢力範囲を固め
るために，中国の「二十一カ条」廃棄運動に同
情と支持の意を表し，幾度も日本に圧力をかけ
た（3）。
第２章　日中条約廃棄の交渉
２．１　中国の「二十一カ条」無効宣言と廃約
行動
ワシントン会議で中国に関する不平等条約問
題が討議され，「ワシントン会議では，実のあ
る成功を手にしたと言えよう。会議の主義に目
新しさがあるとは言えなくとも，その精神及び
会議の進め方と根本議案の決定は，外交史上前
例のない性質を持ち，中国にとって大きな利益
を得たと言える」［徳，王  1928: 48-49］。そし
て会議後は中国に有利な国際的雰囲気が醸成さ
れ，「九カ国条約」では名目上ではあるが中国
の主権尊重を訴えるなど，中国の「二十一カ条」
全面廃棄行動に順風が吹き込んだ。
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日本がポーツマス講和条約でロシアから取得
していた旅順・大連（以下「旅大」という）の
租借期間と南満州鉄道の返還期間は，清政府
とロシアが1898年に締結した「旅大租借条約」
で，租借期限を25年間，つまり1923年の中国返
還と定めていたが，日本が袁世凱を脅迫して
1915年に締結した「南満洲及東部内蒙古に関す
る条約」の中で，ともに99年間に延長し，旅大
返還を1997年に変更していた。北京政府が1923
年３月27日までの旅大回収を実現するためには
「二十一カ条」を無効にしなければならない。
この時点で「二十一カ条」の廃棄と旅大回収を
国際社会に訴えたのは，国内政治からの要因も
あった。そのとき，張紹曽内閣が３月８日に総
辞職をしたばかりで，「前内閣の復活が見込め
ない上，新責任者も就任していないこの無政府
状態の中で，明らかに日本から否定される廃約
要求を出している」（4）。世論では，「「二十一カ条」
の一方的無効宣言という国際規範に合致しない
行為をしても心配することはない。なぜなら，
内閣，つまり責任者がいない状態では，たとえ
それが失敗に終わっても，日本が責めるべき対
象がないからである」（5）というのが時事に関心
を持つ国民の間で大方の見方になっていた。そ
のため，北京参議院は1923年１月19日，「二十一
カ条」を無効と宣言する議案を可決した。中国
外交部は同年３月10日に，「民国４年５月25日
に締結した日中条約及び交換文書は，解決済及
び貴国政府が廃棄と声明した項目を除き，直ち
に廃棄するとともに，別途期日を決め，旅大の
返還及び民国４年日中条約及び交換文書廃棄後
の問題について協議することを希望する」［趙 
2005: 85-88］との通牒を小幡酉吉駐華日本公使
に提出し，租借満期となる旅大の返還を要求し
た。注目すべきは，中国が1923年に要求した
「二十一カ条」廃棄に基づく法理根拠が条約の
無効と「情勢変化」による条約の不適切性にあ
ることで，これまでのパリ講和会議，ワシント
ン会議時の理由とは明らかに異なっている。以
前に「条約改定」を求めたときは，「締結の強要」
が国際法違反である（6）ことを主張したのに対し
て，今回の外交部の駐華日本公使宛ての公文で
は，ワシントン会議で出した廃約理由，「（一）
交換権益なし，（二）中国と他国との条約に抵触，
（三）条約交換文書がワシントン会議の可決し
た原則と相容れない，（四）条約及び交換文書
は日中間の誤解を招いた」（7）に言及し，条約が
ワシントン会議で確立された国際間の平等の原
則への違反を強調するとともに，中国がワシン
トン会議で「後日本案を解決する権利」を留保
したことを指摘した上，中国国内に世論の反対
があり，民意により，この条約が無効であるこ
とと判断した経緯を明らかにしたのである（8）。
中国政府による旅大回収と「二十一カ条」廃
棄の動きに対する民意の支持を表すために（9），
国内では日本製品の不買運動，旅大回収と
「二十一カ条」廃棄に関する国民運動が盛んに
なった［王芸生  1982: 69］。３月から４月にか
けて，200以上の団体，１万人が上海市民大会
に参加し，「二十一カ条」廃棄，旅大回収，対
日経済断交，日本人への住居賃貸と食糧供給拒
否などを表決し，国内外の団体にも電報で呼び
かけた。この決議は各地の団体に引用され，対
日経済断交は全国に大きな影響を与えた（10）。
２．２　英米各国の中国廃約要求に対する姿勢
パリ講和会議で，中国が不平等条約の廃棄を
訴えたが，不発に終わり，外交失敗の洗礼を受
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けた。しかし，日英米三ヵ国の太平洋地域にお
ける対立が激化するにつれ，ワシントン会議で
は，中国政府の主張が米国政府の理解と支持を
得た（11）。米国の世論でも中国への同情の声が
高まり，日本と開戦することも辞さないと主張
する議員もいた［王芸生  1982: 355］。日本の中
国における権益拡大の抑制に関し英米は認識を
ともにしていた。自国の中国における権益が損
なわれることを心配していた英国は日本に圧力
をかけ，ワシントン会議で中国に同情の姿勢を
示した（12）。
また，中国で先駆的に事業を展開してきた
ヨーロッパ人も日本の中国貿易急増に嫉妬心と
不満を持ち，中国の反日運動に加担する立場を
取っていた。中国貿易については後発者として
の米国人も故意に中国貿易においての日本の悪
評を宣伝し，中国学生の反日デモを支持した［B 
DFA June 1923－December 1924. 1994: 108］。日
米，日英による中国での対立が激化することで，
日本の外交が難局を迎えた。埴原正直駐米大使
は中国が廃約要求を出した後，1923年３月15日
に米国のヒューズ（Charles Evans Hughes）国
務長官と会い，「二十一カ条」廃棄を要求する
中国に対する立場を照会した。ヒューズ長官は，
日本のワシントン会議でのこの問題に対するコ
メントには何ら意見はない［FRUS  1938: 826-
827］と答え，日中間の廃約問題に対し不干渉の
立場を表明した。ヒューズ長官は1923年４月５
日に，シャーマン（Jacob Gould Schurman）駐
華米国公使に打電し，旅大返還問題について，
ワシントンでの中国大使との会談内容を伝え
た。その中で，米国は租借地またはその他関連
事項について中国と接触したことはなく，声明
を出す場合は，1922年２月４日のワシントン会
議の議事録に基づいて米国の立場を表明するこ
とを強調した［ibid. p. 830］。
一方，駐華英国公使マクレー（James W.R. 
Macleay）は中国が廃棄通知を出す前に黄郛外
交総長と面談した際，「黄外交総長ニ二十一箇
条約廃棄ハ愚策ナリト述ベタ」［外務省  1976: 
31］ことを小幡公使との内話で伝えた。英国
がこのような姿勢を取ったのは，中国が英国
にも両国間の不平等条約の廃棄要求を突き付
け，中国における権益が損なわれることを心配
しているからである。ただ同時に，中国におけ
る英国の権益が日本によって損なわれること
も危惧していたため，中国国民の外国製品不
買運動を注意深く見守っていた。英国のカル
ゾン（George Nathaniel Curzon）外相は３月19
日，マクレー公使に発した電報の中で，ワシン
トン会議後の中国排外運動に関心を持っている
［BDFA March 1922－May 1923. 1994: 382］と述
べた。その後の1923年の「英国外交文書」は，
日中に関する部分で，中国の反日・日貨ボイコッ
ト運動の状況や，それによって日中貿易，中外
貿易にもたらした影響に注目し続けた［ibid. p. 
382］。マクレー公使のカルゾン外相宛ての手紙
で，「全ての列強が中国貿易に興味を示してお
り，いつでも中国国民の反帝国主義運動の攻撃
を受けるだろう」，「当面は，英国製品の不買運
動も深刻で，……我々に大きな損失を与えてい
る」［ibid. pp. 111-112］と報告している。
また，小幡公使から内田外相宛ての電報によ
れば，３月９日に，駐華仏国公使が吉田伊三郎
在華公使館参事官と内話したところでは，「支
那ガ本件ヲ列国又ハ国際連盟ニ訴ヘ以テ日本ノ
感情ヲ害スルコト最不可ナリ」，「仏国全権ハ言
フ可キ事無カリシ」［外務省  1976: 28］とあった。
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つまり，中国による廃約行動を支持せず，中国
が日本を国際連盟に訴えることにも賛同しない
という立場であった。要は，仏国も英国と同様，
中国の廃約運動を支持しないものの，わざわざ
日本側に立って，中国による廃約運動を抑制し
ようともしなかったのである。
一方で，伊国政府は中国の立場を支持した。
しかし，法的手段を前提としていた。３月27日
小幡公使から内田外相への電報［外務省  1976: 
35］の中で，「伊国政府ハ二十一ケ条問題国際
連盟ニ提出方主張シテ」，「本問題ハ列国ノ在支
均勢ニ抵触スル所アリ故ニ之ヲ国際連盟ニ提出
セハ列国ハ当然支那ノ為ニ助力スヘシト依テ政
府ハ予定ノ順序ニ依リ直接日本ト交渉スルノ
外国際連盟起訴準備ノ要アリと信ス」［外務省 
1976: 35］と書かれていたことを報告している。
伊国政府は中国政府に対し具体的な外交手続き
を示し，日本と直接談判できる国際連盟に提訴
すべきで，そのためにいろいろな準備をする必
要があるとアドバイスした。
以上のように，列強は中国の一方的な「二十一
カ条」廃棄の動きには，不支持の姿勢を取って
いた。国際法の観点からは中国の廃約主張が不
当だという立場であった。ただ，国際世論は中
国の主張に同情的で，英米などは日本支持を明
確に表明していなかった。そのため日本は強硬
姿勢を打ち出せず，外交ルートで日中間問題の
平和的な決着を模索せざるを得なかった。これ
らの国際社会の変容が，中国をして「二十一カ
条」の無効と旅大回収を国内外にアピールさせ，
日貨ボイコット運動を大々的に行う環境を作っ
たのである。
２．３　中国廃約運動に対する日本の対応
中国では，1922年11月１日に衆議院で，1923
年１月19日に参議院で，「二十一カ条」の無効
宣布案を可決した。日本は中国によるこの提案
の動きに警戒感を強め，様々な外交活動を通じ
て中国の廃約計画に対抗した。
小幡公使から中国参議院で１月19日に無効
宣布案が可決されたとの報告を受けた日本政
府は，少なからず動揺が見られた。参議院決
議の翌日に，駐華仏国公使が吉田参事官を訪問
し，中国の遼東半島回収運動に対する見解を尋
ねたところ，同参事官は，「露清条約ニハ貴説
ノ通二十五年ヲ以テ租借期トシ満期後続借シ得
トノ規定アリ而シテ日支条約ニ於テ右租借期ヲ
九十九年トシタルモノナルニ付右九十九年ノ満
期後ニ於テ続借スルコトヲ得ル次第ナリ」［外
務省  1976: 1］と回答し，仏国公使はそれに首
肯したと報告されている。
日本もこの時期の外交環境の変化を察知し，
他国との意見交換を重視する積極的姿勢に転換
した。中国は，日本と直接交渉するより，米国
が主催する国際会議の場などで国際社会の支持
を得ながら日本に圧力をかけるほうが得策だと
いう顧維鈞ら親米識者の考え方を知らされてい
た［外務省  1976: 17］。中国は自らの国力が日
本に直接対抗できるほど十分ではないことを承
知しており，米国などの他国の力を借りてはじ
めて自国の合法的な権利を維持できると認識し
ていた。日本は以前から中国の軟弱さと米国な
どの列強の姿勢の重要性を認知していたため，
１月20日に，吉田参事官は英国人が北京倶楽部
で行う舞踏会を利用して，着任したばかりの米
国大使館のエドワード・ベル（Edward Bell）参
事官から，中国の遼東半島回収運動に対する米
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国の姿勢を聴取した。吉田参事官から「日本ト
シテハ到底斯カル要求ニ応セス断然之ヲ拒絶ス
ヘキ」，「米国側ニ於テ誤解ナカラシムコトヲ希
望ス」［外務省  1976: 3］と述べたのに対し，ベ
ル参事官は，「此運動ハ顧維鈞ノ発案ナリ余等
ハ善ク前後ノ事情ヲ知レリ租借期間ノ延長ハ日
本カ最後通牒ヲ与ヘシ前支那政府ニ於テ既ニ同
意シ居レリ故ニ支那トシテハ今更之ヲ兎ニ角申
スコトヲ得サル筈ナリ他国カ欧州戦争ニ没頭セ
ル時ニ当リ日本カ他ノ事項ニ付脅迫ヲ支那政府
ニ加ヘタルノ可否ハ別問題トスルモ租借期間
延長問題ハ前述ノ通リナルニ付此点ヲ日本側
ヨリ速ニ宣伝スルコト得策ナリト思フ」［外務
省  1976: 3］と答えたとの情報を得，翌日小幡
公使名で内田外相に打電している。その外，米
国の中国に対する姿勢が非常に友好的になって
おり，山東返還と外国郵便局撤廃の交渉で中国
を支持したことを知ったのである。ただ，1922
年12月に起きた中国兵士による米国人実業家の
チャールズ・コルトマン（Charles Coltman）射
殺事件で，兵士の自衛行為だという中国側が
「でっち上げた」理由に，米国は非常に不満で
あったこと。米国はまた，新四国借款団問題及
び中国情勢に対する懸念にも言及した［外務省 
1976: 2-3］。日本は，米国のこの姿勢はワシン
トン会議のときとあまり変わっていないと考え
た。中国代表による「二十一カ条」廃棄を促す
ことで，海軍比率に関する条約を受け入れるよ
う日本に迫りたいのが米国の目論見であった。
その目的が一旦達成できれば，中国への関心が
冷めると日本は見ていた［李  2005: 357］。日本
としては，ほかの事項で米国に幾分かの利権を
与えるのと同時に，中国の不安定と混乱を宣伝
すれば，米国が日本支持に変わるかもしれない
と計算した。
１月24日に小幡公使は内田外相に対し以下の
ように具申した。「目下帝国議会開催中ノ好機
ヲ捉ヘ内外ニ対シ帝国政府ノ威厳アル言明ヲ表
白セラルルコトハ本問題ノ前途ニ関シ頗ル有
益ナル効果アルニアラズヤ」［外務省  1976: 4］，
具体的には開催中の帝国議会で議員より本問題
に関する質問をさせ政府として次のような答弁
をすることで日本政府の態度，つまり「（一）
大正四年ノ条約カ国際法上動カスベカラザル効
力アルモノナルコト及租借地及満鉄九十九年延
期ハ最後通牒提出以前支那ガ最無造作ニ快諾セ
シ当時ノ事情，（二）労農露国ノ前途ハ如何ニ
落着クベキヤ不明ナルモ最近ノ実際ニ徴スレバ
露国ハ支那ニ対シ直々aggressive policyヲ踏襲セ
ムトスルノ状アル今日日本ノ租借地及満鉄放棄
ハ満州ノ赤化ヲ促進スル動機トナリ日本ハ国
防上非常ニ危険ナル地位ニ曝露セラルルコト，
（三）満州ニ於ケル馬賊ノ横行其極度ニ達シ秩
序治安ノ全然維持セラレザル」こと［外務省 
1976: 5］を公式に発表してはどうかというもの
であった。
米国駐日大使のワレン（Charles B. Warren）
も訪中時に，顔恵慶に対し「支那ハ満州ヨリ日
本ノ撤退ヲ求メムトスル由ナル処支那ハ斯クシ
テ能ク満州ノ赤化ヲ防ギ得ルノ実力アリヤ」［外
務省  1976: 4］と質問した。奉天の赤塚正助総
領事は２月27日の内田外相宛て打電で，当時参
謀本部附き坂西機関補佐官であった土肥原賢二
陸軍少佐が中国国務院関係筋からの情報をもと
に伝えたところによると，「二十一カ条」問題
をめぐって，顧維鈞ら親米派の姿勢が頗る強硬
で，日中直接交渉は不利と考え，米国に依頼し
東方会議を開催し国際的公判に訴えること［外
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務省  1976: 17］を主張している。親米派は米国
人顧問や外交官とも接触しており，米国は「表
面冷静」［外務省  1976: 17］を装っているが，
情勢の変化を踏まえながら，絶対に中国に援助
を提供し米国は調停に乗り出してくれること
［外務省  1976: 17］を信じていた。また，中国
在住の米国人の中には，日本では台湾人と朝鮮
人問題及びその他社会不安等により国内世論の
結束が十分ではなく，中国が断固たる姿勢で臨
めば，米国の同情を得られ，日本が自らの主張
を堅持しなくなるであろうと親米派中国人を煽
動するものもいた。これに対して，中国の総理
及び外交総長は最近の日本の世論に鑑み，条約
改定などの問題で穏便な形で対処すれば，ある
程度中国の要求に対応してくると予想した。「極
端ナル態度ヲ採リ妄リニ事態ヲ混乱セシムルハ
内外多事ノ今日得策ナラザル」［外務省  1976: 
17］と判断したのである。
赤塚総領事からの報告を受けた内田外相は３
月３日，小幡公使に次の内容の訓電を発した。
「支那側ヨリ申入アル場合ハ貴官ニ於テ何等コ
ミットスルコトナク兎ニ角一時単ニ之ヲ受領シ
内容其他詳細電報アリタク当方ニ於テ之ヲ査見
シタル上支那政府ノ申入ヲ突返スコトトスルカ
又ハ何等カノ回答ヲ為スコトトスルカ詮議ノ上
何分ノ儀電訓スヘキニ付支那政府ニ対スル措置
ハ其上トセラレタシ」［外務省  1976: 22］。日本
がこのような姿勢を見せたのは，英米の反応や，
中国の日貨ボイコット運動の影響に配慮し，抑
制的な姿勢で臨みたいためであった。日本は英
米の支持を取りつけるため，３月３日，埴原正
直駐米大使と林権助駐英大使に訓電し，「二十一
カ条」問題に対する日本政府の態度，つまり，
帝国政府として中国側の廃約交渉を断固反対す
る意思を，英米両国に伝えるよう指示した。中
国から如何なる廃約，改訂要求があっても，日
本は本問題において，いささかの譲歩の考えは
なかった［外務省  1976: 21-23］。日本は中国廃
約問題に関する英米の意見を検討する一方，柔
軟な姿勢で英米仏などの賛同と世論の支持を取
り付けようと努力した。一方で，中国側も英米
仏などに支援を要請していた。中国外交部は駐
米中国代理公使に対し以下の電訓を行った。「貴
官ハ米国外相ヲ訪問ヒ支那政府ハ十日前後ニ於
テ日本政府ニ対シ二十一ヶ条ノ廃約ヲ提議セン
トス元来該交換文ノ改訂ハ華府会議ニ基キ当然
ノ権利ニシテ日本ハ某程度迄ハ之ヲ認メアリ然
ルニ国会ノ主文ハ之カ無効ヲ主唱シアルヲ以テ
殊ニ之カ第一歩トシテ廃止ヲ要求スル次第ナル
ニ依リ同情ヲ乞フ旨ヲ申入レ速ニ其ノ回答ヲ電
報セラルヘシ」［外務省  1976: 22］云々と。
３月10日，中国外交部は在華日本公使館並び
に在日中国公使館を通じ日本外務省に公文を提
出した。民国４年５月25日に締結した全ての日
中条約及び交換文書の即時廃棄声明と旅大返
還，条約及び交換文書廃棄後の諸問題を協議す
るための期日を指定して欲しい旨の内容であっ
た［程  1988: 1548］。同日，日本の埴原正直駐
米大使は米国国務長官と会談し，ワシントン会
議の処理結果以外の要求は受け付けないことを
再度伝え反応を窺ったが，黙許し何等コメント
はなかった旨内田外相に報告している。中国の
条約破棄通知の前日３月９日に吉田参事官が駐
華仏国公使と密かに会談していた。仏国公使に
よると，同日黄郛外交総長の意を受けた王克敏
秘書が来訪し，「二十一カ条」問題に対する各
国政府の意向を尋ねてきた。仏国公使からは，
「日本はワシントン会議の議定事項をすべて実
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行し終えている。ワシントン会議における日本
全権の声明は明確であり，仏国全権は言うべき
ことがないため発言しなかったが，米国全権は
明白に条約の有効性を認めた」［外務省  1976: 
28］と突きつけられた。王克敏が私見を求めて
来たので「中国が無効を主張すれば民国成立以
来同様に取り扱われるべき条約は少なくない。
日本が日中親善の為に行ってきた多大の譲歩を
不満として更に一歩を進めようとしても，日本
では日中親善政策に対する批判が高まり加藤友
三郎首相は窮地に置かれている。こうした状況
下，中国が列国又は国際連盟に訴えて日本の感
情を害するのが得策ではない。廃棄通告をせず
に交渉を申し込めば外交上のProcedureであり，
何時でも問題を提起することができる。兎に角
小幡公使と内談することをすすめた」［外務省 
1976: 28］とのこと。また中国政府は国会から
の監視のため少なからず悩まされている模様で
あるとの印象を語っていた［外務省  1976: 28］。
３月12日，王克敏秘書は黄郛外交総長の委託
を受け，小幡公使と面会し，以下の説明を行っ
た。10日の公文は国会決議と国民世論に従った
もので，中国政府と外交総長がやむを得ず行動
したものである。書面に条約改訂を明記すれば，
条約の効力を認定したと国民の非難を招く恐れ
があったため，無効通告としたが，日本側が無
効通告を承諾するとは考えておらず，条約改定
に応じてほしいとの黄総長の苦心の策であっ
た。廃棄申出には協議期日の指定を要望してお
り，協議を通じて条約改定の局面が打開される
ことを希望している。中国側からみれば，日本
の峻拒的回答はあまりにも柔軟性に欠け，「国
民ノ感情ヲ傷付」［外務省  1976: 29-30］，両国
関係が益々悪化することを黄総長は憂慮してい
る。中国側は真摯な回答を期待していたが，小
幡公使は外相の訓電に従い「体良ク応答」する
に止めた［外務省  1976: 29-30］。内田外相は各
国駐日公使を訪ね，「日中間の条約は，山東返
還と満蒙借款権益が銀行団に譲渡されたときか
ら，……各国の中国における権益を決して損な
うことはない。中国は現在有効条約を無断廃棄
しようとしており，日本としては断固応じられ
ない。満蒙権利は日本国の存亡にかかる死活問
題のため，今回の対応を理解して欲しい」［趙 
2005: 87］と弁明した。特に英国に対して，「も
しこの条約が完全廃棄になり，旅大が中国に返
還されると，九龍半島は旅大の二の舞になり，
香港の主権が脅かされることになりかねない。
中国の「二十一カ条」廃棄要求を日本が拒否す
る」［趙  2005: 87］ことへの理解を求めた。
３月14日，日本外務省は，「二十一カ条」廃
棄には「絶対に応じず」，旅大返還は「論外だ」
［程  1988: 1549］との正式回答をおこなった。
内田外相が廖恩燾駐日公使に来訪を求め，日本
側が中国の提案を拒否する回答書を手渡した。
英国は自らの在華権益の保護や，日英同盟破棄
後の更なる関係悪化を避けるため，３月17日に
小幡公使が駐華英国公使を訪問した際，内話と
して，以下の説明があった。中国政府が条約廃
棄の公文を日本に提出前，黄外交総長に面談し，
私見として，「有効ニ成立セル条約ヲ締結国一
方ノ都合ニ依リ勝手ニ廃棄又ハ変更ヲ試ミント
スルカ如キハ支那ニ取リ最モ賢明ナラサル措置
ニシテ日本ハ已ニ華府会議ニ於テモ其ノ立場ヲ
最明確ニ宣明シ譲ルヘキモノハ已ニ譲リタル今
日支那ハ今更無益ノ問題ヲ起シテ日本ノ感情ヲ
Irritateスルカ如キハ甚タ面白カラス」［外務省 
1976: 31-32］と述べ置いた。廃約問題は中国政
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府が国会及び国民対策上やむを得ず行った措置
であるが愚策であると評した。同日，埴原駐米
大使は内田外相あての電報の中で，米国国務長
官の姿勢を報告した。コルトマン事件交渉で米
中間が対立したが，中国政府が控えめに対応し，
中国国民も米国の横暴さと中国政府の及び腰
になっている対応に激しく反応していない（13）。
米国は廃約問題について，日中間の交渉に介入
しない姿勢で，米国の世論もあまり関心がない
模様であった［外務省  1976: 32-33］。
３月20日，日本は在仏公使館を通じて仏国政
府の姿勢をたずねた。仏国外務省政務局長が中
国政府廃約声明の英訳文を詳しく読んだ後，日
中条約に廃棄期限を設けているのかと聞いてき
た。条約には規定していないとの日本の答えを
聞いた局長は，「自分ハ本問題ヲ好ク研究ハ致
シ居ラサルモ条約カ一方ノ意志二テ何等重大ナ
ル理由モナク廃棄シ得ラルルモノニアラサウ
ルハ明ナリ」との見解を示した［外務省  1976: 
34-35］。
米英仏は日本を支持するときもあるが，総じ
て距離を置いているとの印象があり，日本は自
分が孤立しているという感触を得ていた。日本
は1915年の教訓を念頭に，1923年の中国から
の「二十一カ条」廃棄要求に対して，中国及び
列強各国の反応を慎重に伺いながら対応してい
た。各国との関係を調整し，廃約を拒否すると
いう自分の立場を堅持しながら，比較的温和的
な手段で中国と折衝していたことがよくわか
る。
また，中国各地の条約廃棄運動に対して，日
本側が政府と世論一致させ，強く反応した。
1923年における条約廃棄運動の民衆化の特徴は
主に以下の三つである。（一）全国各地で日貨
ボイコット運動が展開され，北京政府と日本に
圧力をかけた。（二）中国国民は積極的に日本
国民に宣伝し，彼らの同情と支持を得て，日本
政府が対華政策を改善するよう促した。（三）
民族産業を発展させる運動が積極的に推し進め
られ，日本に抵抗できる製品力強化を目指した
［入江，有賀  1999: 125］。それに対して，一方で，
日本の世論は変わらず「二十一カ条」廃棄に賛
同せず，ニュース・メデイアのほとんどは自国
権益第一の立場をとった（14）。一方，日本政府
は「５月12日から８月６日までの間に三度も中
国外交部に公文を提出し，中国地方政府・官吏
がこの種の排日運動を厳しく取り締まり，日貨
ボイコット運動が行われた期間における日本側
のあらゆる損失を賠償し，日僑の生命と財産の
安全を守るよう要求した。さもなければ日僑は
中国政府を承認せず，直接自衛手段を講ずる」
［外務省  1976: 152-153，155-156］と言明して
きた。日本政府は幾度も曹錕大統領に使節を送
り，協議を行った。他の事項では彼を支持し，
中央政府管轄下の全地区で彼の影響力によって
排日運動を阻止し，日貨ボイコット運動を終息
するよう要求した［BDFA June 1923-December 
1924. 1994: 112］。吉田伊三郎駐華臨時代理公使
による５月12日の公文に対する返答として，北
京政府外交部は内務部に手紙を出し，「審査し
処理する」よう求めた。内務部は「密かに各省
と北京の治安庁及び京師警察庁の所属部門にこ
のことについて警備または防止するよう命じ
た」（15）。５月20日から，各地は相次いで外交部
に返電し，それぞれの地方での日貨ボイコット
運動の状況と取締に関する具体的な措置を報告
した。長沙事件の交渉において結果が出ないま
ま日本が軍艦を中国に派遣した状況の下で，外
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交部は６月26日に再度内務部に「各省長官と地
方軍民に国際的紛争を招かないよう秩序維持の
強化，排日行為の制止を知らしめる」（16）ことを
求めた。同時に，外交部は直接電報で各省長官
に厳しく現地の不買運動を取り締まるよう求め
た。排日運動が鎮圧され，旅大返還の目的に達
しなかったが，中国国民はこれで諦めることな
く，引き続き「二十一カ条」廃棄のために声を
上げ続けた。一部の地方排日運動は20年代末ま
で続いていた。
総じて言えば，日本は1915年の教訓を念頭に，
1923年の中国からの「二十一カ条」廃棄要求に
対して，中国及び列強各国の反応を慎重に伺い
ながら対応していた。各国との関係を調整し，
廃約を拒否するという自分の立場を堅持しなが
ら，比較的温和的な手段で中国と折衝していた
ことがよくわかる。一方，中国側の外交が被動
的で，事前準備が不足だと言える。旅大回収問
題と「二十一カ条」廃棄問題を混ぜて軽率に日
本に条約改訂を要求することは愚策で，中国政
府が外交下手で，まったく外交手段がないと言
わざるを得ない。
２．４　「二十一カ条」廃棄宣言の原因及びその
結果についての分析
1923年に中国側が正式に「二十一カ条」廃棄
を宣言した原因について，以下の二つの点にま
とめることができる。
第一，ワシントン会議で，西欧列強は初めて
具体的かつ全面的に不平等条約廃棄の問題につ
いて話し合った。英米などの国の支持により，
中国が一部の主権を取り戻すことができた。そ
して，中国独占を狙う日本の野心は既に明らか
で，各国は日本に対する猜疑心と不信感を強め，
日本が外交的孤立状態に置かれていることを中
国側は認識した。ワシントン会議後，八，九年
間の短い間に，日本はまず「九カ国条約」を尊
重した［何  1937: 25］。そこで，中国は1923年
の「二十一カ条」廃棄の好機をしっかり掴むこ
とができると考え，一方的に「二十一カ条」廃
棄を宣言しても日本はそれほど過激な行動と対
応をしてこないと考えた。
第二，日本が「二十一カ条」廃棄要求を認め
ることはないと中国は承知していたが，こうし
なければならなかった。なぜならば「二十一カ
条」の有効性を認めないことは即ち旅大租借
期限延長を断じて認めないことの意思表明で
あり，旅大租借返還の機会を残すことができ
ると考えた（17）。当時の中国外交官と学者らが
「二十一カ条」廃棄の法理依拠を討論した際，
両国間になにも発端のない状況において日本が
武力脅威を以て中国に締結させることは国際的
正義と道徳準則に適しないと既に理解されてい
るが，国際公法の観点ではこれは簡単な問題で
はない［陳  1935: 25］。国際法の父であるフー
ゴー・グローティウス（Hugo Grotius）は自然
法の思想を重んじており，威嚇による条約締結
の場合，提案国が持ち出した義務の履行を受諾
国が望まない場合，受諾国は条約を解除するこ
とができると彼は考え，武力による脅迫の状
況の下で条約は無効であると彼も強調した（18）。
しかし，当時の国際社会では実定法がより盛ん
であったため，条約は必ず遵守しなければなら
ないとの原則を公認していた。そのため，武力
による脅迫の下で締結した条約について，数多
くの国際法の学者らは無効と考えることはな
かった。例えば，キグリー（H. S. Quigley）が
法的な見地で山東問題を研究する際に，「日本
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が武力で威嚇したため，1915年の日中条約を無
効と見なす見解は国際法上十分な根拠を持たな
い」［Quigley 1922: 381-382］と語った。国際法
学者の意見を引用しながら，武力による脅迫の
下で締結した条約が無効であるという観点は道
徳上いかに強固であっても，法律上一般国際法
の学者らから一斉に否定されているとまとめた
［ibid.］。しかし，このような状況を十分承知し
ている中，それでも中国は日本に廃約宣言公文
を提出した。中国が踏み出してはいけない道に
踏み出したのは実は国際メディアがほとんど中
国に同情している状況の下で，1923年に「二十一
カ条」を承認せず，当条約の義務を履行しない
伏線を張り，それから徹底的に失効するまで待
つことを考えたのである。
1923年に「二十一カ条」廃棄宣言の結果につ
いて記述は，以下の二つの点にまとめることが
できる。第一，当時廃約を担当した外交総長で
ある黄郛への評価とその後の影響について，具
体的には，「黄郛外交総長が一身上の都合によ
り辞職し，日本に提出した「二十一カ条」廃棄
宣言の公文はそれにより曖昧に片付けられ，日
本は事実上在華権益を有している。」「二十一カ
条」廃棄，旅大返還の民間活動は一年も続いた」
［趙  2005: 88］。第二，1923年「二十一カ条」廃
棄に関わる日中交渉の全体の判定について，具
体的には，「中国側は終始「二十一カ条」を認
めないが，条約廃棄はただの未解決問題とな
る」，「1923年の廃約運動は「二十一カ条」廃棄，
旅大返還の実現に至らなかったが，中国は1915
年の日中条約を断じて認めず，今後の中国政府
は何度変わっても「二十一カ条」の有効性を否
定する姿勢を充分表した」［黄  2005: 292-293］。
「第二次世界大戦終戦後，日本が満洲から撤退
し，「二十一カ条」問題は初めて完全に終息した」
［李  2012: 25］。1923年条約廃棄の結果について
の以上の叙述はいずれも曖昧であるほか，北京
政府の政府筋の活動情報が遺漏されている。
実際のところ，北京政府が「二十一カ条」廃
棄宣言に対し日本から拒否された後，以下の計
画を立てた。第一，再度日本に公文を提出して，
「二十一カ条」無効と旅大返還を宣告し，いか
なる条約にも束縛されることはないと宣告す
る。第二，世界各国に「二十一カ条」無効宣告
及び旅大返還宣言の真相を説明し，正義の下に
支援を求める。第三，国際連盟あるいは国際裁
判所に付託する。これらにより何らかの事態好
転が期待できる（19）。『来復報』は当時の状況を
以下のように報道した。
「「二十一カ条」廃棄宣言の公文を日本に提出
後，日本から完全拒否された時点で，中国政府
は二度目の「二十一カ条」廃棄及び旅大返還要
求の公文提出を決定し，さらにはそれに関する
弁法十二項目を起草している。対内的には民衆
が外交の後ろ盾になることを期待し，対外的に
は英米の支持に期待してのものであった。残さ
れた方法としては国際司法裁判所に付託するこ
とである。……さらには中国の参議院と衆議院
が「二十一カ条」を否定しているのは法理に基
づくものであるため，「二十一カ条」は当然な
がら廃棄すべきである」（20）。
こうして見ると，中国は二度目の公文提出を
行うつもりだった。しかしその後両国の政府間
の公文記録には二度目の「二十一カ条」廃棄に
関する公文提出の記載はなく，確実に二度目の
公文提出は行われなかったと言える。では，二
度目の公文提出が行われなかった理由はいかな
るものか。また，計画三の国際連盟或いは国際
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史料の分析から明らかなように，政府による
二度目の公文提出と国際司法裁判所への付託は
一部の大志を抱いている人と愛国民衆の考えに
とどまってしまった。当時の中国はまさに軍閥
の時期で，西欧列強は中国で自らの勢力を争っ
ていたため，国内の政治が不穏で社会も混乱し，
政府の不作為或いはなにもできないことは既に
事実となり，二度目の公文提出計画は早々から
実施されないことがわかった。また，西欧列強
も自身の権益維持のため，中国が日本を国際連
盟に提訴することに賛同しなかった。そのため
中国歴史上での極めて重要な不平等条約の廃棄
は暫く一段落すると宣告された。中国側の廃約
外交は実際の目的に達しなかったが，大々的に
中国民衆の反日感情を激化させた。
第３章　「二十一カ条」廃約問題が日中
外交に与えた歴史的影響
1923年の国際情勢の下で，日本外交は欧米列
強との「国際協調」と，中国に対する「内政不
干渉」という幣原外交の方針に従い，強硬性を
主張しない外交路線を採った。日本側は満蒙で
の権益を固く守ったが，当時の首相であった
加藤友三郎は1923年まで事態の展開を見守り，
幣原外交を支える姿勢を採った［奈良岡  2004: 
84-86］。そして1923年の「二十一カ条」廃棄運
動を見渡すと，中国政府と国民が絶えず当該条
約に反対し，民間では反日行為を継続し，日貨
ボイコット運動を行い続けた。中国側はあらゆ
る方策を尽くして日本による権益を制限した。
廃約問題は日中外交に影響を与えたことは確
かで，具体的に言うと，第一，条約廃棄を要求
した中国民衆は反日愛国闘争に情熱を燃やし
た。中国国内の政治的混乱は依然として続いた
仲裁裁判所に付託することに関しても史料と文
献には記載がなく，それが行われなかった理由
はまたいかなるものか。
当時の『東方雑誌』はこのように記載した。
「「二十一カ条」は中国の未来の発展に関わって
おり，廃棄に向けて対策を講じて交渉すべきで
ある。しかしそれに関わる半分の責任を持つ中
国の役人らは「対策を講じる」ことと「交渉」
することを気にも留めず，外交手段で目的を達
するということを理解できていない。北京にい
る中国の議員達は一時の喜び或いはなにか他の
ことからの影響を受け，日中「二十一カ条」の
廃棄議案を雑に扱い両院で議決させ，処理を政
府に丸投げした。政府官吏もそれを児戯のごと
く見なし，或いはここでもなにか避けられない
影響を受け，内閣総辞職の時に廃棄を求む公文
をふざけて提出した。そして日本がそれを拒否
した後，「外交失敗」の題目は政治的に利用さ
れやすいため，議員達は一時院内で喧しく騒ぎ
立て，全国に伝播し世間に混乱を招いた。こ
の時の政府の中の一般役人達は皆見て見ぬ振り
をし，責任者である外交総長も口実をもって辞
職し，負うべき責任から逃げた」（21）。この報道
からわかるように，当時の国内のメディアと世
論は中国官僚の責任なき振る舞いにかなり反感
を抱いた。国会議員は事実上「倒閣」，「内閣擁
護」，政府役人達は「買収」，「斡旋」などのこ
とに気をとられており，国の将来の命運に関わ
る「二十一カ条」廃棄通告が出された後の二ヶ
月間誰もこれに着手しようとしなかった。これ
も日本が中国国内の不安定さを目にしてから中
国による「二十一カ条」廃棄要求を拒否し，中
国が二度目の公文提出及び国連付託などの手段
に訴えなかった内在的原因である。
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